ジェンダーの視点から見た韓国における有期雇用の実態と変化 : 非正規職保護法施行（2007 年）後の超短時間パートの増大を中心に by 横田 伸子 & Nobuko Yokota
Ⅰ．問題の提起－「労働の非正規化」を分
析する視角
1990年代以降、経済のグローバル化の中で引
き起こされたメガ・コンペティションを勝ち抜く
ために、多くの国や地域で労働の規制緩和政策が
取られた結果、全世界的に「労働の非正規化」が
進展し、失業者や非正規労働者が増大した。とり
わけ、97年のアジア通貨危機で経済のグローバ
ル化は破壊的な様相を呈し、韓国経済もまたデフ
ォルトの危機に直面した。韓国政府は、国家経済
の破綻を回避しようと IMF に救済金融を要請し
たが、IMF から救済金融供与の条件として緊縮
政策と自由化・規制緩和政策の実行を迫られ、労
働政策では整理解雇制と労働者派遣法の導入とい
う労働の規制緩和を断行した。IMF のコンディ
ショナリティを受け入れたことで、韓国は、98
年、未曽有の経済危機に見舞われ、「不倒」と目
された財閥系企業すら連鎖的に倒産し、完全雇用
水準に近かった失業率は、最高で 10％近くにま
で急上昇する事態に陥った。その後、失業率は低
下したが、それに代わって、労働の非正規化とと
もに格差社会が現われた。
それでは、労働の非正規化の意味するものは何
だろうか？ 一般に、労働の非正規化によって、
低賃金を始めとする劣悪な労働条件下で働き、雇
用や生活が不安定で（＝precarious）、多くの法や
制度の保護から排除された脆弱な（＝vulnerable）
非正規労働者が量産される。非正規労働者の多く
は、一定の職場や企業に定着できず、個別化（＝
atom 化）され、孤立、分散して存在するがゆえ
に、自らを組織し、団結して労働の非正規化の流
れに抗するのは困難である。
しかし、一方で、非正規労働者の不安定就労や
未組織化の実態は、各国・各地域における社会構
造的条件に規定されていて、その存在形態は様々
である。また、同じ国や地域でも非正規雇用には
多様な類型があり、その具体的な違いを捨象して
非正規雇用と一括りにしてしまえば、それぞれの
社会における労働の非正規化による問題の本質を
見失うおそれがある。つまり、単なる非正規雇用
の規模や処遇格差の計量だけでなく、各地域の労
働の非正規化の特徴を社会構造的に明らかにしな
ければその本当の意味を捉えることはできないの
である。
そこで、労働の非正規化を分析する切り口とし
て、非正規と分類された雇用が公式的な（＝for-
mal）法や制度、労働組合の規制や保護からいか
に排除されているかという比較の尺度を提示した
い。これは、ある雇用類型を、インフォーマルな
性格の雇用とフォーマルな性格の雇用というスペ
クトラム上に位置づけようとする試みでもある。
非正規雇用の存在形態は、フォーマルな法・制度
や労働組合の規制や保護の有無や効力によって規
定されるからである。とくに、「IMF 経済危機」
以降、非正規労働者の増大と格差拡大が深刻な社
会問題化した韓国では、非正規労働者を法的に保
護し、非正規雇用の濫用を規制しようとして、
ノムヒョン
2007年 7月に盧武鉉政権が非正規職保護法を施
行したことは非正規労働者保護政策の画期となっ
た。したがって、ここでは、非正規職保護法の施
ジェンダーの視点から見た韓国における有期雇用の実態と変化＊
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行とその後の政府の労働政策によって、韓国の非
正規雇用のうち、パートタイム雇用（短時間雇
用）を中心に、有期雇用のインフォーマルな性格
がどのように変わったのかを見ていく。なかで
も、2008年以降、劇的に増大した「超短時間パ
ート」に焦点を当てて考察したい。
これと同時に重要なのはジェンダーの視点であ
る。例えば、1990年代以降の日本では、非正規
労働者の 7割は女性で占められ、パート労働者が
女性非正規労働者の約 9割を占めるというジェン
ダー構造が存在してきた。だが、これとは対照的
に、韓国では、非正規職保護法施行直後の 2008
年には、非正規労働者の男女比は 48 : 52と拮抗
し、しかも、パート労働者は非正規労働者の 10.6
％に過ぎなかった。ところが、2008～2017年の
イミョンバク パ ク ク ネ
李明博・朴槿恵両政権期のパートタイム雇用拡散
政策によって、2016年にはパート労働者数が
2008年の 2倍以上に激増し非正規労働者の 22.1
％も占めるようになった。それだけではなく、こ
の膨張したパート労働者の 70％以上が女性であ
った。本稿では、このような有期雇用、とりわけ
パートタイム雇用の実態や雇用構造における位置
や意味が、政府の労働政策によってどのように変
わったのかを、ジェンダーの視点から、雇用のイ
ンフォーマルな性格を尺度にして分析する。
Ⅱ．韓国における非正規雇用の特徴
－非正規雇用の定義をめぐる論争から
韓国では、1998年の経済危機を契機に非正規
雇用問題が顕在化すると、学会だけでなく、労働
組合や政府も巻き込んで、非正規雇用の定義と規
模をめぐる激しい論争が展開され、未だに決着は
ついていない1）。非正規職保護法が施行されて約
1年後の 2008年 8月、非正規労働者の人数及び
賃金労働者に占める比率を見ると、政府発表 542
万 4千人、33.7％に対し、労働組合側は 839万 7
千人、52.2％と推計し、両者の間には、じつに
297万 3千人、18.5ポイントという大きな違いが
ある。両者のこの大きな違いがなぜ生じるのかに
ついての検討を通して、韓国の非正規雇用の特徴
を探ってみよう。
政府による非正規労働者の規模の推計は、2001
年の「経済活動人口付加調査」から始まった。そ
の際の政府の非正規／正規雇用の定義は、以下の
3つの基準を 1つでも満たさない者を非正規労働
者とし、すべて満たす者を正規労働者とする。す
なわち、①期限の定めのない常用（＝permanent）
雇用であること、②労働時間が full-time である
こと、③単一の雇用主に労働を提供する、直接雇
用されている者である。これに基づいて非正規／
正規雇用を分類したのが〈表 1〉の縦の列であ
り、（A）＋（B）が非正規労働者で、（C）＋（D）が
正規労働者となる。
これに対し、労働組合側は、政府の単なる雇用
形態による区分では、劣悪な処遇しか受けられ
ず、法・制度や労働組合の保護や規制から排除さ
れた不安定で脆弱な非正規労働者は捕捉できない
と主張し、韓国の非正規雇用のインフォーマルな
性格に着目する。つまり、労働組合側は、政府の
①～③に加えて、④賃金、労働条件が劣悪で、企
業福祉及び社会保障制度から排除されている、⑤
─────────────────────────────────────────────────────
１）韓国における非正規雇用の定義と規模をめぐる論争については、［横田 2003］、［横田 2012］を参照のこと。
表 1 韓国における非正規雇用の定義（2008年 8月） （単位：千人，％）
経済活動人口
付加調査経済活動
人口調査
従業上の地位
非正規雇用
正規雇用 計有期
雇用 パート
間接
雇用
常用労働者 1,400千人，8.7％（A） 7,707千人，47.9％（D） 9,107千人，56.6％
臨時職
4,024千人，25.0％（B） 2,973千人，18.5％（C） 6,997千人，43.4％
日雇い
計 5,424千人，33.7％ 10,680千人，66.3％ 16,104千人，100.0％
資料：韓国統計庁『経済活動人口調査』及び『経済活動人口付加調査』より作成
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労働する場所の同一性と持続性が欠如している、
を非正規雇用の指標とし、雇用形態別の「経済活
動人口付加調査」に「経済活動人口調査」の従業
上の地位（〈「表 1〉の横の行）をクロスさせて推
計するのである。というのは、経済活動人口調査
では従業上の地位を定めるのに、雇用契約期間の
みを基にする日本2）とは異なり、雇用契約期間だ
けでなく、ボーナスや退職金などの各種付加給与
や社会保険等が適用されるか否か、労働基準法の
保護が受けられるか否かも考慮されるからである
［横田 2012 : 178, 210］。それゆえ、経済活動人口
調査の労働基準法や社会保障制度に包摂されてい
るかどうかの問いに、「否」と答えた者は、臨時
職労働者か日雇い労働者に区分される。
とくに重要なのは、この調査で、雇用契約期間
が期間の定めがない場合であっても、個人的な理
由ではなく、任意的な雇用契約によってずっと同
じ職場に通い続けることができるか否かを雇用者
に尋ねている点である。多くの先進国では、元
来、「いつでも解雇できる」はずの「期間の定め
のない雇用」は、労働基準法で定められた解雇規
制の導入によって、長期雇用が保障される雇用へ
とその意味を反
 
転
 
させた［有田 2005 : 232］。し
かしながら、韓国では、期間の定めのない雇用で
あっても、労働基準法に定められた解雇規制から
排除されている労働者がかなりの割合で存在し、
これらには期間の定めのない雇用＝長期安定雇用
という他の先進国の「常識」が通用しない。本
来、労働基準法は、労使関係の当事者であるすべ
ての労働者と使用者に適用されなければならない
はずであるが、韓国の労働基準法には、従業員 5
人未満の零細企業には適用されない条項があ
り3）、その最たるものが整理解雇の 4要件4）も含
む解雇規制だからである。経済活動人口調査で、
雇用契約期間の定めがなくても同じ職場でずっと
働き続けることができないと答えた労働者の多く
がこれに該当し、彼らは臨時職労働者、または日
雇い労働者に分類される。しかも、韓国や日本の
社会保障制度は社会保険や企業福祉によって成り
立っているので、企業に安定的に雇用されていな
いこれら不安定就労者は社会保障制度からも排除
されてしまうことになる。
こうして、「法・制度の保護から排除されてい
る」という点を重視した、労働組合側の非正規雇
用の定義では、経済活動人口調査の従業上の地位
が臨時職あるいは日雇い労働者となる雇用者は非
正規労働者にカウントされ、〈表 1〉の（A）＋
（B）＋（C）が非正規労働者になる。これに対し、
雇用形態だけで非正規／正規を区分する政府は、
全雇用者の 18.5％を占め、297万 3千人も存在す
る（C）を正規労働者とするのである。
それでは、（C）に属する人々はどのような労
働者なのかを、2005年の経済活動人口調査と経
済活動人口付加調査の分析［魚秀鳳 2005］に拠
りながら見てみよう5）。
（A）、（B）、（C）、（D）を比較すると、常用非
正規雇用の（A）と正規雇用の（D）の類似性と、
（C）と臨時職あるいは日雇い非正規雇用の（B）
の類似性が浮かび上がり、（A）、（D）と、（B）、
（C）は対照的な二つのグループを成す。まず、
正規雇用（D）の時間当たり平均賃金を 100.0と
すると、常用非正規雇用（A）は 76.5なのに対
─────────────────────────────────────────────────────
２）日本における雇用者の従業上の地位の区分は、以下のとおり雇用契約期間を基に分類される。一般常雇とは、雇
用契約期間が 1年を超える者、または雇用契約期間を定めないで雇われている者で、「会社などの役員」以外の
者を指す。さらに、常雇とは、一般常雇に「会社などの役員」を合わせたものである。また、臨時雇とは、雇用
契約期間が 1ヶ月以上 1年以下の者で、日雇は、雇用契約期間が 1ヶ月未満の者である。
３）韓国統計庁の国家統計ポータル（https : //kosis.kr/serviceInfo/serviceInfo_06Detail.jsp?p_id＝9563）で従業員規模別
企業の労働者数の比率を見ると、2015年に 5人未満の企業に就業する労働者は、全従業員の 26.8％ともっとも
大きな比率を占めている。これら従業員 5人未満の零細企業の労働者は、労働基準法上の解雇規制の他に、労働
契約期間、退職金制度、労働時間及び休憩、有給休暇、就業規則、法令要旨等の掲示、労働委員会への損害賠償
の請求などを定める条項が適用除外となっている（労働基準法第 11条第 2項及び労働基準法施行令）。
４）労働者を整理解雇するためには次の 4要件を満たさなければならない。①経営上の急迫した必要によって初めて
労働者を解雇できる、②使用者は解雇を避けるための努力をしなければならない、③合理的で公正な解雇の基準
とこれに即した対象者の選定が行われなければならない、④労働者代表である労働組合に解雇回避方法と解雇者
選定基準を通知し、誠実な協議をしなければならない、というものである。
５）詳細は［横田 2012 : 178-182］を参照のこと。以下、〈表 1〉（C）に関する分析は、［横田 2012］に拠る。
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し、臨時職あるいは日雇い非正規雇用（B）は
45.4、（C）は 40.2に過ぎず、賃金水準は（C）が
もっとも低い。次に職業を見ると、（D）と（A）
は一定程度の専門性や技術が要求される専門家、
技術工・準専門家、事務従事者の比率が高いのに
対し、（B）と（C）は低技能や非熟練を特色とす
るサービス従事者、販売従事者、単純労務職の比
率が高い。産業分布も職業と一致し、（D）と
（A）は製造業と金融・不動産サービス業に多く
従事する一方で、（B）と（C）は卸・小売業、飲
食・宿泊業に集中している［横田 2012 : 179-180］。
さらに、企業規模では、二つのグループ間で顕
著な違いが見られる。（B）と（C）は従業員 5人
未満の零細企業にそれぞれ、36.6％、39.9％と集
中しているが、（D）と（A）はそれぞれ 4.3％、
4.9％に過ぎない。逆に、従業員 300人以上の大
企業に就業する比率は、（D）と（A）はそれぞれ
22.8％、15.7％で、（B）と（C）の 2.7％、1.5％
に比べて桁違いに高い［横田 2012 : 181］。従業
員 5人未満の零細企業労働者が労働基準法の多く
の条項で適用除外となることを鑑みるに、（B）
と（C）は法や制度から排除された不安定就労者
が多いと推定される。同様のことは、労働組合に
包摂されている度合いを示す労働組合加入率にも
表れている。労働組合加入率は、（D）、（A）のそ
れぞれ、24.5％、14.1％に比べて、（B）、（C）は
それぞれ 0.8％、1.7％と極端に低い［横田 2012 :
181-182］。
以上のように、（C）は、非正規労働者の中で
もインフォーマルでプレカリアスな性格の強い
（B）と著しい類似性を見せている。ここからも、
（C）は、（B）と共通点の多い一連なりの非正規
雇用とみられるべきであり、（B）と（C）合わせ
て非正規労働者の 8割にも上ることから、インフ
ォーマルな性格の強い雇用こそが韓国の非正規雇
用の特徴だとわかる。
次節以降、直接雇用の有期雇用労働者に焦点を
当てて、2007年の非正規職保護法施行以降、韓
国政府が非正規雇用のインフォーマルな性格をど
のように変えていこうとしたのか、実際に、それ
がどのように変わったのかを見ていきたい。
Ⅲ．非正規職保護法施行（2007年）以降
の有期雇用労働者の内部構成の変化
（1）．非正規職保護法の内容と企業の対応
前述したように、1998年の経済危機以降、韓
国では非正規労働者の増大によって急激に格差が
拡大し、深刻な社会問題となった。親労働者的な
ノムヒョン
「進歩派」政権として登場した盧武鉉政権（2003
～2008年）は、多くの非正規労働者が差別待遇
と雇用不安という二重苦に直面しており、その是
正こそが格差社会打開の喫緊の課題であるとし、
問題解決の突破口として 2007年 7月 1日に非正
規職保護法を施行した。
非正規職保護法は、「期間制6）及び短時間労働
者（＝パート労働者）保護などに関する法律」、
「派遣労働者保護等に関する法律」、「労働委員会
法」から成る。非正規職保護法の目的は、期間制
及び短時間労働者、派遣労働者に対する合理的な
理由のない差別処遇の禁止を明文化するととも
に、非正規労働者の濫用を防ぐ措置を講じること
にある。
その主要な内容は、①期間の制限のある雇用契
約を結んだ期間制労働者やパート労働者の使用期
間を 2年に制限する。もし 2年を超えて使用した
場合は、期間の定めのない無期契約雇用とみな
す7）。② 2年を超えて派遣労働者を使用し続けた
場合、使用者は、その労働者を直接雇用しなけれ
ばならない。①と②には、非正規労働者の濫用を
抑えようとする狙いがあった。さらに、③上記の
非正規労働者の雇用契約期間中は、みだりに解雇
することができないという解雇規制が明文化され
た。④同様に上記の非正規労働者が、同種で類似
業務に就いている正規労働者に比べて差別的な処
遇を受けた場合、差別是正を労働委員会に申請す
─────────────────────────────────────────────────────
６）期間制労働者とは、「期間の定めのある雇用契約を締結した」労働者をさす。第 2節で論じたように、韓国では、
期間の定めがなくても同じ職場で長く働き続けられない不安定な雇用の労働者（〈表 1〉の（C）に当たる）が多
いが、これらは期間制には分類されない。
７）ただし、例外規定として、特定プロジェクトの完成、欠員労働者代替、55歳以上の労働者と雇用契約を結ぶ場
合、専門知識・技術の活用が必要な場合、1週間の労働時間が 15時間未満の超短時間労働者は適用除外となる。
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ることができる。⑤パート労働者を、1週間 12
時間を上限とする所定労働時間以上働かせるため
には、本人の同意が必要であり、パート労働者は
超過労働を拒否することができる8）。⑥期間制及
びパート労働者に対する賃金、雇用契約期間、労
働時間、休日・休暇などの労働条件を書面で明示
しなければならない。①～⑥が示す通り、非正規
職保護法は、差別や雇用不安にさらされている非
正規労働者を法に包摂して保護することで、その
インフォーマルな雇用の性格をフォーマルなもの
に変えていこうとするものであった。
それでは、非正規職保護法の効果はどのような
ものであったのだろうか？ 韓国雇用労働部のパ
ネル調査「事業体期間制労働者現況調査」によれ
ば、2008～2009年に非正規労働者のうち正規職
に転換した労働者9）は 29.2％である一方で、1年
前に期間制雇用だった非正規労働者の 31.5％が
間接雇用となっている。これが、2009～2010年
には、それぞれ 19.1％、42.1％となり、正規職へ
の転換が停滞するとともに、直接雇用の間接雇用
への置き換えが急速に進んだことがわかる。現実
には、大企業を中心に、雇用契約期間の定めのあ
る期間制やパート労働者を雇い止めして、彼らが
従事していた仕事を派遣や請負企業などにアウト
ソーシングする、直接雇用から間接雇用への転換
が多用された［労働政策研究・研修機構 2015 :
17-18］10）。企業は、派遣や請負契約の締結や解約
によって、必要に応じて自在に人員を補充したり
削減したりすることできるだけでなく、労働者を
直接雇用することで生じる、労働者の安全確保や
様々な社会保険などの雇用者責任を免れることが
できるからである。以上より、非正規労働者を法
や制度に包摂して保護し、非正規雇用のプレカリ
アスな状況を改善しようとする非正規職保護法の
立法意図に反し、多くの企業が、それを形骸化し
ようとし、脱法行為まで行った事実が浮かび上が
る。
（2）．非正規職保護法施行後の非正規労働者の内
部構成の変化（2008～2016年）
－直接雇用の有期雇用労働者を中心に－
本節では、非正規職保護法施行後の 2008～
2016年に、非正規労働者の内部構成がどのよう
に変化したかを、直接雇用の有期雇用労働者を中
心に見てみたい。
〈表 2〉と〈表 3〉は、労働組合による正規／非
正規雇用の定義に則し、経済活動人口調査の従業
上の地位と同付加調査の雇用形態をクロスさせ
て、2008年と 2016年のそれぞれの性別・雇用形
態別賃金労働者の人数と構成比を示したものであ
る11）。まず、賃金労働者に占める非正規労働者比
率が大きく低下した。2008年に、男女計、男性、
女性で 52.0％、43.1％、64.4％だった非正規労働
者比率が、2016年にはそれぞれ、44.3％、36.4
％、54.4％と、8年間で約 7～10ポイントも低下
している。このように非正規労働者比率の変化だ
け見ると、非正規職保護法によって非正規労働者
の正規職転換が進んだかのように見えるが、これ
を額面通り受け取ると韓国の非正規雇用問題の実
態を見誤ることになる。
端的に言うと、経済活動人口調査による捕捉が
きわめて難しい、派遣、請負労働者を始めとする
間接雇用労働者や、「一人親方」とも呼ばれる独
立請負の特殊雇用12）が増大したため、見かけ上、
─────────────────────────────────────────────────────
８）この規定が定められる以前は、「パートタイム雇用」であっても、本人の意志に反して長時間労働を際限なくさ
せることができたため、実質的に韓国の「パート労働者」の割合はきわめて少なかった。
９）ただし、正規職転換のほとんどが非正規労働者の無期契約職への転換で、その多くは、雇用は安定しても労働条
件は従来のまま劣悪な「中期職」で、非正規職保護法施行以来、正規労働者と中期職の処遇差別の問題が新たに
現れた［キムジョンジン 2017 : 2］。中期職とは、無期契約職に転換されたが、労働条件は以前と変わらないの
で、正規職でもなく、非正規職でもないという観点から中期職と呼ばれた。主に銀行などの金融機関で、女性非
正規職を中期職に転換するケースが多く見られた［労働政策研究・研修機構 2015 : 17-18］。
１０）派遣や請負企業へのアウトソーシングはスーパーなどの流通業でよく見られた。大手スーパーのイーランドで、
非正規職保護法施行 1日前の 2007年 6月 30日に雇い止めされた 500人の女性従業員が、510日間に亘って職場
占拠で抵抗した労働紛争は社会に大きな衝撃と影響を与え、『外泊』、『カート』のように映画化された。これら
の映画は、大手流通企業による、法の目をかいくぐった脱法行為を世に知らしめた。
１１）ここでは、韓国非正規労働センターの正規／非正規労働者の分類と人数の推計方法を用いた。
１２）韓国の非正規雇用の特徴として、膨大な特殊雇用労働者の存在を指摘できる。彼らは雇用主や企業に人的ある↗
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非正規労働者比率が低下したように表われただけ
なのである。とりわけ、請負労働者として社内下
請に従事している労働者は、経済活動人口調査で
は自らを「正規職」であると答える者が多く、正
規労働者に分類されている可能性が高い［韓国非
正規労働センター 2017 : 4］。前述したように、
非正規職保護法への対抗策として、直接雇用の期
間制労働者を間接雇用に転換した企業が多く、し
かも、それは 300人以上の大企業で顕著だった。
雇用形態公示制度13）の raw data によれば、2015
─────────────────────────────────────────────────────
↘ いは経済的に従属した労働者として働いているにもかかわらず、個別自営業者に分類され、「労働者性」が認め
られない。それゆえ、労働基準法を始めとする労働法の保護から排除されている。特殊雇用の代表例として、家
政婦、病院の付添婦、ゴルフ場キャディ、学習誌教師、保険外交員、アニメーター、テレマーケット、飲食料品
・書籍・化粧品訪問販売員、文化芸術従事者、集金人、宅配業者、レミコン・ダンプ・トラック運転手などがあ
げられる。しかし、広範で多様な職業で増大し続ける特殊雇用労働者は政府の公式統計では捉え切れず、〈表
2〉、〈表 3〉での特殊雇用の規模は極端に過小評価された数字で、実態とはかけ離れている。
表 2 韓国の非正規労働者の性別内部構成
（2008年） （単位：％，千人）
雇用形態
正規 非正規
非正規分類
合計一般
臨時職 期間制
常用
パート
臨時
パート
日雇い
派遣
特殊
雇用 派遣 請負
家内
労働
男性
5,331 4,034 1517 1150 0 254 504 177 65 363 8 9,365
56.9
（％）
43.1
（100.0）
16.2
（37.6）
12.3
（28.5）
0.0
（0.0）
2.7
（6.3）
5.4
（12.5）
1.9
（4.4）
0.7
（1.6）
3.9
（9.0）
0.1
（0.2） 100.0
女性
2,397 4,340 1727 963 13 621 208 404 74 269 61 6,737
35.6
（％）
64.4
（100.0）
25.6
（39.8）
14.3
（22.2）
0.2
（0.3）
9.2
（14.3）
3.1
（4.8）
6.0
（9.3）
1.1
（1.7）
4.0
（6.2）
0.9
（1.4） 100.0
全体
7,729 8,374 3244 2113 13 875 712 581 139 632 69 16,102
48.0
（％）
52.0
（100.0）
20.1
（38.7）
13.1
（25.2）
0.1
（0.2）
5.4
（10.4）
4.4
（8.5）
3.6
（6.9）
0.9
（1.7）
4.0
（7.7）
0.4
（0.8） 100.0
注）：（ ）の数値は非正規労働者内の構成比である
資料：韓国統計庁『経済活動人口調査』及び『経済活動人口付加調査』2008年 8月より作成
表 3 韓国の非正規労働者の性別内部構成
（2016年） （単位：％，千人）
雇用形態
正規 非正規
非正規分類
合計一般
臨時職 期間制
常用
パート
臨時
パート
日雇い
派遣
特殊
雇用 派遣 請負
家内
労働
男性
7,000 4,008 1,243 1,060 14 518 562 152 101 355 2 11,008
63.6
（％）
36.4
（100.0）
11.3
（31.0）
9.6
（26.4）
0.1
（0.3）
4.7
（12.9）
5.1
（14.0）
1.4
（3.8）
0.9
（2.5）
3.2
（8.9）
0.0
（0.0） 100.0
女性
3,931 4,688 1,266 986 123 1,265 226 342 99 341 40 8,619
45.6
（％）
54.4
（100.0）
14.7
（27.0）
11.4
（21.0）
1.4
（2.6）
14.7
（27.0）
2.6
（4.8）
4.0
（7.3）
1.2
（2.1）
4.0
（7.3）
0.5
（0.9） 100.0
全体
10,931 8,696 2,509 2,046 138 1,783 788 494 201 696 42 19,627
55.7
（％）
44.3
（100.0）
12.8
（28.9）
10.4
（23.5）
0.7
（1.6）
9.1
（20.5）
4.0
（9.1）
2.5
（5.7）
1.0
（2.3）
3.5
（8.0）
0.2
（0.5） 100.0
注）：（ ）の数値は非正規労働者内の構成比である
資料：韓国統計庁『経済活動人口調査』及び『経済活動人口付加調査』2016年 8月より作成
― １０４ ― 社 会 学 部 紀 要 第128号
年には、大企業の非正規労働者比率 37.3％に対
して、うち間接雇用は 20.0％、直接雇用は 17.2％
で、間接雇用の比率がより高かった［キムジョン
ジン 2017 : 10］。こうした事実を勘案すると、
〈表 2〉と〈表 3〉の間接雇用の比率は実際よりか
なり過小評価されていることは明らかで、非正規
職保護法施行以降の韓国では、間接雇用が非正規
雇用の枢要な問題となったのは確かである。
しかし、本稿では、捕捉困難な間接雇用の検討
は後に譲り、直接雇用の有期雇用労働者の労働市
場構造の変化について考察する。ここで有期雇用
というのは、長期にわたって雇用が保障されない
雇用を指す。多くの先進国では、有期雇用という
と「期間の定めのある雇用」を指し、期間の定め
があるゆえに安定性や定着性に恵まれない。とこ
ろが、これとは逆に、韓国では、「期間の定めの
ない雇用」こそ、より不安定かつ劣悪な雇用・労
働条件下に置かれ、法や制度にも包摂されない労
働者が多い。したがって、ここでは、韓国非正規
労働センターの雇用形態別労働者の分類に基づ
き、これら不安定雇用類型も有期雇用に含め、
〈表 2〉と〈表 3〉の「一般臨時職」、「期間制」、
「常用パート」、「臨時パート」の 4類型を有期雇
用とする。
まず注目される変化は、2008年には韓国の非
正規労働者の中でもっとも大きな割合を占めてい
た一般臨時職が、2016年までの 8年間で、その
絶対数においても、比率においても大きく減少し
ていることである。一般臨時職14）とは、「雇用の
期間の定めがない」不
 
安
 
定
 
雇用で、経済活動人口
調査では従業上の地位が臨時職労働者か日雇い労
働者に属し、〈表 1〉の（C）と重なる、低賃金・
長時間労働を特徴とするインフォーマルな性格の
強い雇用形態である15）。加えて、一般臨時職は期
間の定めのない雇用であるので、「期間の定めの
ある」期間制雇用とは区別され、非正規職保護法
の保護からも排除されている。2008年には、一
般臨時職は男女ともに韓国の非正規労働者の約 4
割も占めていたのが、2016年には、男性で 31.0
％、女性で 27.0％になっている。
一方、インフォーマルな性格の強い一般臨時職
とは対照的に、「雇用の期間の定めがある」ため
に、期間内は雇用が保障されている上に、非正規
職保護法の保護対象として法や制度により包摂さ
れるようになった期間制雇用の規模はどのように
変化しただろうか？ 期間制労働者は、非正規労
働者の中でも高学歴で専門性が高く［韓国非正規
労働センター 2017 : 27, 39］、〈表 1〉では（A）
に含まれる部分が大きいと考えられる。2008～
2016年に、期間制雇用は、男女とも、それぞれ
28.5％から 26.4％、22.2％から 21.0％と 1～2ポ
イント比率を落としただけで、全体でも 25.2％
から 23.5％と 1.7ポイントの減少にとどまり、人
数にして 6万 7千人の減で、非正規職保護法施行
後も大きな変化は見られなかった。
それでは、2008年には韓国の非正規雇用の典
型ともいえる、インフォーマルな性格の強い一般
臨時職に代わって、どのような非正規雇用の類型
が増加したのだろうか？ それは、短時間雇用に
分類される常用パートと臨時パートである。この
両者を合わせたパート労働者は、2008年には人
数にして 88万 8千人、非正規労働者に占める比
率にして 10.6％に過ぎなかったのが、2016年に
は 192 万 1 千人、22.1％ と、それぞれ 2.2 倍、
11.5ポイント増と、劇的に拡大している。
しかし、一口にパートといっても常用パートと
臨時パートでは、その属性は全く異なる。韓国で
はパート労働者（＝短時間労働者）とは、同一の
職場で同一の種類の業務を行う一般労働者より所
定労働時間が 1時間でも短い労働者と定義される
が、このうち常用パートは、従業上の地位が常用
労働者に該当する労働者のうちパートタイムで働
─────────────────────────────────────────────────────
１３）雇用形態公示制度は 2014年から始まり、事業所で 300人以上が働く企業に、毎年 3月 31日までに全従業員の雇
用形態について、直接雇用か、間接雇用かを政府の雇用情報網ワークネットに入力させて、その結果を公開する
制度である。
１４）労働組合の立場に近い韓国労働社会研究所は、「期間の定めがない」ゆえに不安定雇用で、たとえ長年勤めた職
場で予告なしに突然解雇されても、それを受け入れざるを得ない一般臨時職の本質をとらえて、「長
 
期
 
臨時職」
と呼んでいる。
１５）一般臨時職の労働条件は、韓国の非正規雇用類型の中でももっとも劣悪で、低賃金、長時間労働を特徴とする
［Yokota 2014 : 79］。
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いている労働者を指す。常用パートは、比較的高
学歴で専門性が高く、専門職、事務職が多く、法
・制度、労働組合の保護に比較的よく包摂されて
いるということで期間制雇用と共通点を持ち、
〈表 1〉の（A）に属す労働者が多い［韓国非正規
労働センター 2017 : 27, 40］。言い換えれば、比
較的フォーマルな性格の強い常用パートは、パー
ト労働者の中でも恵まれた存在でごく少数であ
る。とはいっても、2008年にはわずか 1万 3千
人だったのが、2016年にはその 10倍以上の 13
万 8千人に急増し、非正規労働者に占める比率も
同期間 0.2％から 1.6％へと大幅に拡大したのは
注目に値する。
他方、臨時パートは、従業上の地位が臨時職、
または日雇い労働者に当たる労働者のうち、パー
トタイムで働いている労働者のことで、常用パー
トとは異なり、低学歴・低熟練で、単純労務職や
サービス職に従事する者が 7割近くいる［韓国非
正規労働センター 2017 : 27, 40］。このように臨
時パートは、労働時間がフルタイムか、パートタ
イムかの違いだけで、一般臨時職と類似した属性
を持つインフォーマルな性格の強い雇用で、〈表
1〉の（B）に含まれる。臨時パートは、2008年
に人数が 87万 5千人、非正規労働者に占める比
率が 10.4％だったのが、2016年にはそれぞれ、
178万 3千人、20.5％となり、この間のパート労
働者の激増は、臨時パートによるものであった。
これを男女別に見ると、2008年に男性臨時パー
トは 25万 4千人、女性臨時パートは 62万 1千人
だったのが、2016年には、それぞれ、51万 8千
人、126万 5千人となり、韓国のパート労働者の
増大は、女性臨時パートによるものであったこと
がわかる。特筆すべきは、韓国の非正規労働者の
男女比は、両年とも 48 : 52及び 46 : 54と拮抗し
ているが、もっともインフォーマルな性格の強い
臨時パートだけ取り出すと、女性が常に 70％以
上を占めている点である。ここに韓国の非正規雇
用のジェンダー構造がよく表われている。
さらに、臨時パートを中心とするパート労働者
の急増は、これまでの低賃金・長時間労働の一般
臨時職に代わって、長時間労働をパートタイム雇
用で細切れにしてつなぐという新たなインフォー
マルな雇用類型の典型の出現と伸張を示す。非正
規雇用のインフォーマリティを改善しようとし
て、非正規職保護法を制定・施行した政府の意図
を覆すかのように、新たなインフォーマルな雇用
類型が生じ優勢となりつつあり、このことが正規
雇用と非正規雇用の格差をさらに拡げている。
〈図 1〉は、2001～2016年の韓国における正規
労働者と非正規労働者の月平均賃金の推移を表し
たものである。〈図 1〉によれば、2001年に正規
労働者の月平均賃金は 167万ウォンであったの
図 1 正規労働者と非正規労働者の月平均賃金の推移
出所）韓国非正規労働センター 2017 : 46.
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が、2016年には 306万ウォンと、16年間で約 2
倍近く 83.2％も増えている。これに対し、非正
規労働者の月平均賃金は、同期間 89万ウォンか
ら 150万ウォンと 68.5％増で、正規労働者の増
加率より 15ポイントも低い。この結果、この 16
年間で正規労働者と非正規労働者の賃金格差は拡
がり、その差は 2倍以上となっている。この正規
労働者と非正規労働者の賃金格差を引き起こした
のが、非正規職保護法施行以来、急激に増大した
パート労働者の賃金水準の大幅な低下である。韓
国非正規労働センターの推計によれば、正規労働
者の時間当り賃金を 100とすると、2001年に常
用パート 171、臨時パート 86だったのが、2016
年にはそれぞれ、84と 48に大幅に下落している
［韓国非正規労働センター 2016 : 49］。他の非正
規雇用類型と正規雇用との賃金格差はほとんど変
わらないか、むしろ縮小しているにもかかわらず
［韓国非正規労働センター 2016 : 48］、正規雇用
と非正規雇用の賃金格差が全体的に拡大している
のは、賃金水準を激しく減少させたパート労働者
の急激な増加によることに他ならない。
Ⅳ．超短時間パートの拡散とインフォー
マルな性格
本節では、非正規職保護法施行以降、増大した
パート労働者、なかでもその大部分を占める臨時
パートのうち、どのような労働者が増加したの
か、その実態を検証する。その前にまず、パート
イミョンバク
労働者の増加を促進した李明博政権（2008～13
パ ク ク ネ
年）と朴槿恵政権（2013～17年）の労働政策に
ついて見てみよう。
（1）．李明博政権と朴槿恵政権のパートタイム雇
用拡散政策
〈表 2〉からもわかるように、李明博政権が発
足した 2008年の段階で、韓国のパート労働者が
雇用労働者及び非正規労働者に占める比率は、そ
れぞれ 5.5％、10.6％と、他の先進国に比べて目
立って低かった。それは、注 8）でも言及したよ
うに、非正規職保護法施行以前は、「パートタイ
ム」と称していても、長時間労働、低賃金で働く
非正規労働者が非正規雇用の大部分を占めていた
からである。ところが、2007年 7月の非正規職
保護法施行によって「パート労働者」に無闇に長
時間労働を強いることが禁じられると、文字通り
の「パートタイム」雇用が現われた。軌を一にし
て李明博政権は、少子高齢化による労働力不足に
対応するため、育児などを理由に経歴を断絶した
女性を中心に、仕事と家事の両立を可能にして雇
用を創出し、低迷する雇用率16）を高めようとパー
トタイム雇用拡散政策を取った。李明博政権は、
2010年に「仕事と家事両立のための常用型パー
トタイム雇用」政策を発表し、「ディーセント
（decent）なパートタイム雇用」をスローガンに、
主に民間部門で常用型パートタイム雇用を生み出
そうとしたのである。具体的には、新たに常用型
パート労働者を雇用した企業に、パート労働者一
人当たりの賃金の 50％を 1年に限り支給すると
いう支援を行った。
李明博政権のパートタイム雇用拡散政策と理念
は、朴槿恵政権にも引き継がれた。ただし、李明
博政権の民間部門に対する人件費支援とは異な
り、朴槿恵政権は、公務員、教師、看護師、公的
機関の雇用者などの公共部門に、フルタイムから
パートタイムへと転換する「働く時間選択制雇用
の活性化」を主導させた。こうして、李明博政権
の常用型パートタイム雇用とも通底する「良質の
パート労働者」を公共部門で作り出し、経歴断絶
女性を労働市場に引っ張り出すことで、先進国並
みの雇用率 70％を達成しようとしたのである。
結果的に、この二つの政権のパートタイム雇用
拡散政策は、政権が想定した「良質の」常用パー
トあるいは正規パートの雇用の拡大を僅かにもた
らしはした。しかしそれは、膨大に生み出された
インフォーマルでプレカリアスな性格の強い臨時
パート、とりわけ女性臨時パートに比べれば微々
たるものに過ぎなかったことは前節で見たとおり
─────────────────────────────────────────────────────
１６）雇用率とは、就業人口／15歳以上人口×100で、生産年齢人口に占める実際に働いている人の割合である。盧武
鉉政権、李明博政権時には 50％台で主要先進国の中でも際立って低かった雇用率を、朴槿恵政権は 70％にまで
引き上げることを目標に掲げた。
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である。
（2）．超短時間パートの拡散とその実態
非正規職保護法施行後の 2008～2016年の間に
急激に拡大した「臨時パート」の特徴をもっとも
よく表すのが、「超短時間パート」である。以下
では、2015年に韓国国家人権委員会によって行
われた調査『超短時間労働者の人権状況実態報告
書』を手がかりに、新たに量産された超短時間パ
ートについて考察する。
〈表 4〉は、2002～2015年のパートタイムとフ
ルタイム労働者の雇用形態別の人数と増減率の推
移を示したものである。パート労働者は、韓国の
労働基準法上、1週間の所定労働時間が、その事
業所で同じ種類の業務に従事する一般労働者の 1
週間の所定労働時間に比べて短い労働者と定めら
れている（労働基準法第 2条第 8号）。だが、パ
ート労働者のうち、同法第 18条第 3号に基づき、
4週間（4週間未満働く場合にはその期間）を平
均して 1週間の所定労働時間が 15時間未満の
「超短時間パート」は、様々な法・制度の適用除
外となっているために、1週間の所定労働時間が
15～36時間の「一般パート」と区別して集計さ
れている。
〈表 4〉によると、2002～2015年のフルタイム
労働者の増加率が 2.2％に過ぎないのに対して、
一般パートは 7.6％増、超短時間パートは 9.2％
も増加し、この間、パート労働者が急速に増えた
ことは前に見たとおりである17）。なかんずく、
2008年のリーマンショック後、李明博政権と朴
槿恵政権がパートタイム雇用拡散政策を積極的に
取った時期に、パート労働者、とりわけ超短時間
パートが膨張しており、両政権の労働政策の影響
が如実に表われている。しかも、2015年には、
超短時間労働者の 70.3％を女性が占めており、
これは臨時パートのジェンダー構造とまさに一致
する［韓国国家人権員会 2016 : 10］。
次に、雇用形態別労働者の雇用・労働条件に目
─────────────────────────────────────────────────────
１７）超短時間パートには学生アルバイトが多く含まれているにもかかわらず、彼らの多くは学生のため統計上、就業
人口にカウントされていないので、超短時間パートの規模がかなり過小推計されるだけでなく、その劣悪な労働
条件の深刻さを薄めてしまっている。
表 4 雇用形態別労働者数の推移
（単位：人，％）
規模 前年度比増減率
超短時間パート 一般パート フルタイム労働者 超短時間パート 一般パート フルタイム労働者
2002 186,543 620,256 12,821,635
2003 170,907 757,996 13,219,895 −8.4 22.2 3.1
2004 200,731 871,187 13,512,182 17.5 14.9 2.2
2005 185,777 858,458 13,924,005 −7.4 −1.5 3.0
2006 255,015 880,033 14,215,700 37.3 2.5 2.1
2007 262,314 939,111 14,681,425 2.9 6.7 3.3
2008 272,079 956,544 14,873,170 3.7 1.9 1.3
2009 312,766 1,112,133 15,052,088 15.0 16.3 1.2
2010 389,392 1,230,878 15,427,851 24.5 10.7 2.5
2011 456,275 1,238,574 15,807,840 17.2 0.6 2.5
2012 460,888 1,365,464 15,907,414 1.0 10.2 0.6
2013 497,536 1,385,810 16,356,544 8.0 1.5 2.8
2014 520,352 1,491,055 16,744,618 4.6 7.6 2.4
2015 585,453 1,612,148 17,076,541 12.5 8.1 2.0
注）超短時間パート：1週間の所定労働時間が 15時間未満のパートタイム労働者
一般パート：1週間の所定労働時間が 15～36時間のパートタイム労働者
出所）韓国国家人権委員会 2016 : 25-26.
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を向けてみよう。2002～2015年の月平均賃金は、
フルタイム労働者で 177.8万ウォンから 228.6万
ウォンと 50万ウォン以上も上がっており、また、
一般パートでさえも 66.5万ウォンから 76.5万ウ
ォンと小幅ながら 10万ウォン増えている。とこ
ろが、超短時間パートだけ、月平均賃金を 55.0
万ウォンから 30.1万ウォンへと大幅に減少させ
ているだけでなく、その低賃金は際立っている
［韓国国家人権委員会 2016 : 56］。
その上、2015年には、超短時間パートの約 50
％が期間の定めのない雇用であるが、そのほとん
どが法律で義務付けられた書面による労働条件通
知がなされていないがために、使用者は彼らを恣
意的に解雇できる。それだけでなく、期間の定め
のある雇用であっても 96％が 1年未満となって
いて、超短時間パートの雇用の不安定性が如実に
浮かび上がる［韓国国家人権員会 2016 : 53］18）。
加えて、超短時間パートの社会保険及び企業福
祉といった生活保障システムの適用率や、労働組
合加入率もまた並外れて低い。2015年における
職場年金や職場医療保険の適用率は 1％に満た
ず、雇用保険はわずか 2.3％である。また、退職
金 1.9％、ボーナス 6.1％、超過労働手当 5.3％、
有給休暇 0.8％、労働組合加入率 0.2％といずれ
も非正規雇用平均や雇用者平均と比べて著しく低
い（韓国統計庁 経済活動人口付加調査 2015
年 8月）19）。以上のように、超短時間パートは、
低賃金、不安定雇用に加えて、生活保障システム
や労働組合の保護からの排除という性格が一段と
強い雇用である。
では、超短時間パートとして働く人々の属性は
どのようなものであろうか？ 先に述べたように
女性に集中しているだけでなく、2015年現在、
中卒以下の低学歴層（44.5％）、10～20代の若年
層（27.9％）と 60代以上の高齢層（52.1％）に偏
在している（韓国統計庁 経済活動人口付加調
査）20）。また、超短時間パートは、解雇規制を始
めとして労働基準法上の多くの規制が適用除外と
なっている従業員 5人未満の零細企業に 43.1％
も集中している（韓国統計庁 経済活動人口付加
調査）21）。このように、超短時間パートは、低学
歴者、女性、若者、高齢者、零細企業就業者とい
った「社会的脆弱階層」に集中し、李明博、朴槿
恵両政権のパートタイム雇用拡散政策が目指し
た、良質なパートタイム雇用の創出という政策意
図からはかけ離れたものである。
そこで、超短時間パートの 70％以上を占める
女性超短時間パートがどのような業種で増えたの
かを見たのが〈図 2〉である。2002～2015年の業
種別女性超短時間パートの増減を示した〈図 2〉
によれば、女性超短時間パートは、2002～2015
年に保健社会福祉、公共行政、宿泊・飲食業、教
育、卸小売といった業種で突出して増えている。
このうち、保健社会福祉業種は 10万 7千人増と
他を引き離して多く、高齢化社会へと突き進む韓
国で、需要が急増した介護ヘルパーなどの介護
職、家事労働が大部分を占め、ほとんどが低賃金
の低学歴高齢女性によって担われている［韓国国
家人権委員会 2016 : 48］。他方、李明博、朴槿
恵両政権の労働政策から直接影響を受けて、公共
行政と教育で合わせて 8万 6千人もの女性超短時
間パートが生まれている点が目を引く。ことに、
小中学校での学校非正規労働者は、公共部門の非
正規職の 44％を占め、教育補助教諭や学童保育
─────────────────────────────────────────────────────
１８）一般パートとフルタイム労働者では、それぞれ期間の定めがある雇用の 25％、70.4％が 1年以上の雇用であり、
超短時間パートと比べて雇用安定度が高い［韓国国家人権員会 2016 : 53］。
１９）2015年の雇用者全体の職場年金、医療保険、雇用保険、退職金、ボーナス、超過労働手当、有給休暇の平均適
用率、及び労働組合加入率は、それぞれ 67.4％、71.5％、63.7％、69.9％、70.0％、47.2％、60.3％、12.3％であ
る。また、同年の非正規労働者全体の平均でさえも、それぞれ 31.4％、37.6％、37.3％、33.2％、37.4％、18.6
％、24.5％、2.1％で、まさに超短時間パートの桁違いの低さが浮き彫りになる（韓国統計庁経済活動人口付加
調査 2015年 8月）。
２０）2015年の雇用者全体の低学歴層、若年層、高齢層の比率は、それぞれ、13.1％、19.3％、10.2％である。また、
非正規労働者全体の平均で見ても、それぞれ 23.5％、21.2％、18.8％で、超短時間パートはこれらの社会的脆弱
階層に一層偏在していることがわかる（韓国統計庁経済活動人口付加調査 2015年 8月）。
２１）2015年の雇用者及び非正規労働者の零細企業に就業する比率、18.7％、32.9％に比べると、超短時間パートの零
細企業に従事する比率が断然高い（韓国統計庁経済活動人口付加調査 2015年 8月）。
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の教諭、図書館の司書補助員、給食調理補助員、
日雇い栄養士、会計職員など、学校教育を成り立
たせるのに必要不可欠な職種に多くが従事してい
る［社会公共研究院 2017 : 31, 247］。これに加
えて、学生アルバイトを多数含む若年層が多く従
事する宿泊・飲食業、卸小売業で、女性超短時間
パートがその数を大きく伸ばしている［韓国国家
人権委員会 2016 : 47］。以上のように、一般企
業だけでなく、公共行政部門が率先して、フルタ
イムで働く労働者の職務を、あるいは正規労働者
が当たるべき常時勤務を要する仕事を、労働・雇
用条件の劣った超短時間パートの雇用で細切れに
分割して従事させる傾向にある。
Ⅴ．超短時間パート拡散が意味するもの
－結論に代えて－
結論に代えて、一般企業だけでなく、公共行政
部門まで超短時間パートを「活用」する動機や要
因を、超短時間パートの法・制度からの排除に焦
点を当てて考察する。一言で表現すれば、超短時
間パートを増大させたのは、超短時間パートに対
する合
 
法
 
化
 
さ
 
れ
 
た
 
差別や、新たなインフォーマル
な雇用の創出である。
そのために決定的だったのは、非正規労働者に
対する差別是正と非正規雇用濫用の規制を立法趣
旨とする非正規職保護法に、それとは正反対の超
短時間パートに対する差別と濫用を助長する内容
が盛り込まれていたことである。期間制及び短時
間労働者保護などに関する法律には、期間制及び
パート労働者の使用期間制限条項として、「期間
の制限のある雇用契約を結んだ期間制労働者や短
時間労働者の使用期間を 2年に制限する。もし 2
年を超えて使用した場合は、期間の定めのない無
期契約雇用とみなす（第 4条）。」と規定されてい
る。しかしながら、この法律施行令の第 3条によ
って、超短時間パートは使用期間制限の適用除外
となっており、使用者は超短時間パートを合
 
法
 
的
 
に無制限に使用できることになっている。これ
は、取りも直さず超短時間パートに対する差別的
条項であり、その合理的根拠はどこにも明記され
ていない。さらに、超短時間パートは従業員 5人
未満の零細企業に集中しており、彼らの多くは、
労働基準法で定められた解雇規制も適用除外とな
図 2 2002～2015年における業種別女性超短時間パートタイム労働者の増減
出所）韓国国家人権委員会 2016 : 50.
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っている。つまり、本来、労働者の雇用を守るは
ずの二つの法律の適用除外によって、使用者は自
由自在に超短時間パートを解雇したり採用したり
することが可能になり、超短時間パート労働者の
生殺与奪を握っているといっても過言ではない。
短時間パートに対する法律上の差別的条項はこ
れだけではない。労働基準法では、超短時間パー
トには、同法に定められた有給休日や有給休暇を
与えなくてよいことになっており（同法第 55条、
第 60条）、労働者退職給与保障法でも、超短時間
パートに退職金を支払わなくてもよいと定められ
ている（同法第 4条）。この他にも、超短時間パ
ートは、生活保障システムの根幹である、雇用保
険（同法施行令第 3条）、国民年金（同法施行令
第 2条）、国民健康保険（同法施行令第 9条）か
ら適用除外となっていて、これらの制度から排除
されている。こうして、使用者は、超短時間パー
トを用いることによって、有給休暇の付与や社会
保険支払いなどの使用者の義務と負担を免れ、人
件費コストを大幅に節減できるのである。
しかし問題は、これらの合法化された差別や合
法化されたインフォーマリティにとどまらない。
超短時間パートの解雇・採用に対して絶対的な権
限を持っている使用者による違法行為も慣行化さ
れているのである。韓国国家人権委員会による調
査では、すべての労働者に適用されなければなら
ない使用者の書面による労働条件の明示義務がほ
とんど守られないために、恣意的な解雇や不当労
働行為が横行している。この他にも、最低賃金率
の不遵守や賃金や超過労働手当の不払い、使用者
による一方的な労働時間の変更や超過労働の強要
などが日常茶飯事に起こっているという［韓国国
家人権委員会 2016 : 22］。超短時間パート労働
者が法や制度から排除され保護されない状況が、
さらなる脱法、違法行為の連鎖を引き起こしてい
ると言えよう。何よりも、雇用の安定が法律で一
切保障されないというインフォーマリティが根幹
にあり、このことが劣悪で不安定な雇用・労働条
件という超短時間パートのプレカリアスな性格を
強く規定していると考えられる。
盧武鉉政権は、非正規職保護法によって非正規
労働者を法律や制度に包摂して保護しようとした
が、李明博・朴槿恵政権の下では、法の盲点、死
角を衝いて超短時間パートという新たなインフォ
ーマルな性格の強い雇用が創出され、新たなタイ
プのプレカリアスな労働者が量産されてきた。重
要なのは、これらの労働者の圧倒的多数が女性に
よって占められているという点である。2017年
に発足した文在寅政権は、非正規雇用の無期契約
職への転換を最重要政策目標の一つに掲げ、非正
規職保護法の期間制限の例外規定から超短時間パ
ートを外すことを明言した［韓国雇用労働部
2017］。今後、新政権が雇用のジェンダー構造に
いかに切り込み、法や制度の死角地帯で女性や若
者、高齢者に偏在したインフォーマルな雇用をい
かに縮小していくか、このための実効性ある政策
が展開できるかどうかが問われている。
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The Circumstances of Fixed-Term Employment and
Its Change from the Perspective of Gender in South Korea:
Focusing on the Increase of Ultra-Short Part-Time Workers Since
the Enforcement of the Non-Standard Workers Protection Act (2007)
ABSTRACT
Since the South Korean government introduced policies that radically deregulated
the labor market to deal with the economic crisis in 1997, such as legislation allowing
dismissals due to economic conditions and the Temporary Agency Worker Protection
Act, the irregularization of labor has been progressing rapidly. This has produced many
non-standard workers who had strong informal characteristics of employment and were
excluded from protection under the labor laws, the social security system and the pro-
tection of labor trade unions. In an effort to improve this situation, the Roh Moo-hyun
government, which was generally recognized as pro-labor, had enforced the Non-Stan-
dard Workers Protection Act in order to legally protect non-standard workers and regu-
late against the abuse of non-standard workers in July 2007. However, as a result of
both the following Lee Myung-bak and Park Geun-hye governments establishing a part
-time employment expansion policy, a large amount of ultra-short part-time employ-
ment that was even more informal and precarious than other types of non-standard em-
ployment was created, and we find that mainly women are being hired in such posi-
tions. That means that the previous typical pattern of non-standard employment in
South Korea characterized by low wages, long working hours and unstable employ-
ment is being rapidly replaced by this new type of informal non-standard employment;
ultra-short part-time employment with inferior treatment of workers, which splits long
working hours into short time fragments.
Key Words: irregularization of labor, informal characteristics of employment, ultra-
short part-time workers
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